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第 1 回講義                               2026 年 5 月 9 日   

身近に暮らす移民難民/アフガニスタン在留外国人の実像 

       千葉大学大学院社会科学研究院 教授 小川 玲子 

 

 みなさん、こんにちは。今日はお招きいただきまして、まことにありがとうございます。そして

こんなにたくさんの方たちが参加していただき、改めてびっくりしているところです。 

  ■はじめに 

 私の今日の講義は「身近に暮らす移民難民／アフガニスタン在留外国人の実像」というテーマ

で、お話しさせていただきます。講義の主な内容は、最初に「2021 年のアフガニスタン政変まで

の経緯」、｢アフガニスタンからの退避」を述べ、「退避後の日本への定着と様々な困難な状況」

について調査結果なども踏まえて説明します。そして「韓国などの他国の対応」や「ウクライナ避

難民対応との比較」なども参考にして、「日本の今後の課題」についてお話したいと思います。 

 最新 2025 年 6 月のデータでは、佐倉市の在留外国人の人数は 6,013 人、県内 10 位で、人口比率

では 3.7%でほぼ全国平均です。佐倉市の面白いところは、外国籍者 6,013 人のうちアフガニスタ

ン人が 1,001 人を占め、外国籍者の 6 人に 1 人がアフガニスタン人という構成になっています。全

国的には中国、ベトナム、フィリピン、ネパール、韓国などが上位に入ってきますが、佐倉市と隣

の四街道市だけは、アフガニスタン人がトップという興味深い構成になっているのです。 

 アフガニスタンというと、皆さんはどんなイメージをお持ちでしょうか。おそらく 2021 年の政

変以降、タリバンが政権を握っているということで、目つきの鋭い髭の男の人たちのイメージや、

女性はいつもブルカを被って顔を見せないイメージをお持ちの方が多いと想像します。今日の会場

には、アフガニスタン人と会ったことがある方、仕事を一緒にされたことがある方も居られると思

いますが、皆さんが会われているアフガニスタンの方々は、メディアに出てくるアフガニスタン人

と若干ズレていないでしょうか。あんなに目つきが鋭くて髭がある方とか、すっぽりブルカで覆っ

ている方はいないですよね。メディアのイメージとズレている理由の一つは、エスニシティ（民族

性）の違いです。今アフガニスタンで暫定政権を握っているタリバンの人たちは、パシュトゥーン

というグループですが、佐倉市や四街道市で暮らしているアフガニスタン人はハザラというグルー

プがほとんどで、民族的にも違うという背景があるのではないかと思います。このようなズレは結

構大事なことだと思います。 

  ■私のアフガニスタンとの関わり 

 私のアフガニスタンとの関わりについて少し説明します。私は社会学、移民研究を専門としてお

り、アフガニスタンの地域研究をしていたわけではありませんでした。2002 年以降、日本政府が

アフガニスタンの復興支援のための人材養成として、全国の大学にアフガニスタン人の留学生を受

け入れる要請があり、私の教え子の中にアフガニスタン人の学生が何人かいました。その後、2021

年のアフガニスタン政変が起きたときに、教え子たちの中に日本への退避を望む方が結構おられた

ことから、退避への支援を通じてこの問題に関わることになったのです。 

 そのため、アフガニスタンで開発援助や難民支援に関係しているＮＧＯと一緒に「アフガニスタ

ン退避者受け入れコンソーシアム」というのを作りました。政変が起きた時には、在アフガニスタ

ン日本大使館も閉まってしまいましたので、みんなが本当に助けを求めている状況の中で、とにか

くヘルプデスクというのを設置して、ビザの発給手続きや安全に退避できるルートについての情報

提供などをしていました。 

 さらにアフガニスタン政変以降に退避をしてきた方たちの中には、大学院を出た方たちも多数い

らっしゃるので、そういう方たちと一緒に共同研究を続けています。母国を退避して難民になると

いうのはどういうことか、更には親の就労や子どもの教育の問題などについてインタビューをした

り、アンケート調査などもしています。今年の夏が来ると政変によるカブール陥落から 5 年になり

ますので、現在日本国内に在住しているアフガニスタンからの退避者がどうなっているのかについ
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て調査データをアウトプットできればと思っています。基本的にはアフガニスタン地域研究者では

ないのですが、難民の人たちと一緒に社会をより良い方向に変えていきたい、と思って取り組んで

います。 

  ■在留アフガニスタン人の概況 

 佐倉市や四街道市では、外国人のなかでアフガニスタン人がトップだという話をしましたが、日

本全体の大きな動きを見てみましょう。アフガニスタンの政変が起きた 2021 年 8 月の直前時点で

は、日本に在留していたアフガニスタン人は 3,476 名でしたが、政変後の 2022 年に 4,747 人に増

加し、その後も増え続け、現在は 3,000 人以上増えて 6,653 名までに達しています。これは政変の

影響なしには考えられない増加率で

す。（右表） 

 「在留資格」とは、入管が発給す

る外国人の法的地位だとお考えくだ

さい。その法的地位の中には、仕事

とタグ付けされている在留資格があ

って、例えば「経営・管理」には、

エスニックビジネスや中古自動車関

係の方たちが相当いらっしゃると思

います。「技術・人文知識・国際業

務」というのは、概ね大卒以上で、

ホワイトカラーの仕事に就いている

方が多く、「経営・管理」ビザで起

業をしている社長さんの元で働いて

いる方たちもたくさんいらっしゃいます。 

 「特定活動」というのは、他の在留資格に当てはまらない便利な資格ですが、2022 年 2 月に入

管が「アフガニスタンは本国の状況が悪いので、帰国しなくていい」という通知を出しましたの

で、例えば留学生として来日し大学卒業したけれども怖くて帰れない、あるいは少数民族や高学歴

女性は帰れば絶対迫害されるという理由で、この「特定活動」に切り替えることができるという形

になっているので、大幅に増えているわけです。 

 大幅に増えた「定住者」は、かなりの方が難民に認定され「定住 5 年」という在留資格をもらえ

た方だと思われます。ちなみに「難民」の定義とは、「人種、宗教、国籍、特定の社会的集団の構

成員、または政治的意見の五つの要件によって、迫害を受ける恐れがあっても、その国籍国の保護

を受けることができない者」です。 

 日本では難民認定者が非常に少なく，アフガニスタン政変以前の認定者は年間 2 桁だったのです

が、2022 年にアフガニスタン人が入国してきたことで初めて 3 桁の 202 名に達し、その後 2023、

4、5 年と 3 桁台を維持していて、その中でアフガニスタン人が 70％前後を占め、かなり比率が高

くなっています。しかし、全員が難民申請しているわけでもなく、申請してもすべてが難民認定さ

れているわけでもない、という厳しい現実もあります。 

  ■アフガニスタンの内戦と政変の経緯 

 アフガニスタンという国は一体何が起きて、こんなことになってしまったのか、ここ 50 年ほど

の歴史を簡単に整理してみます。（次ページ図） 

 アメリカとソ連との冷戦時代、アフガニスタンでは社会主義政権が成立し、その政権をバックア

ップするために 1979年にソ連による侵攻がありました。それに対抗してアメリカよる反対勢力へ

の援助が行われ、1989 年にソ連は撤退をします。その後、暫く内戦の混乱が続いたあと、1996 年

にタリバンが首都カブールを制圧し、第一期タリバン政権が成立しました。当時のタリバン政権

は、イスラム教の原点に帰るような原理主義的な思想のもとで、女子教育を制限したり公開処刑な

どもしたようです。 
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 その後、2001 年に 9.11 同時多発テロが起きると、アメリカはアルカイダの主犯のウサーマ・ビ

ン・ラーディンをアフガニスタンが匿っているということで、アフガニスタンに侵攻すると、タリ

バン政権はあっけなく崩壊し、暫定政権が成立しました。このような動きを受けて、西側諸国は

2001 年にボン合意として「今後のアフガニスタンの国作りのためのロードマップ」を作りまし

た。 

 日本はアフガニスタンの復興支援に対して力を入れてきました。2002 年東京で「アフガニスタ

ン復興支援国際会議」というハイレベルの国際会議を開催し、その後国際社会一丸となってアフガ

ニスタンの復興を支援してきました。具体的には JICA などと協力して、教育、行政、農村開発、

医療などの分野で国際協力を 20 年ほど続けてきました。日本はアメリカやドイツ、イギリスに次

ぐ、アフガニスタンに対する主要なドナーとして一生懸命国際貢献をしてきたわけですね。 

 日本の大学では教育分野での国際協力の一貫として、アフガニスタン政府の関係者に専門知識を

身に着けてもらう目的で、農学、工学、医学、法学、経済学などの分野の大学院において留学生を

受け入れました。この方たちは、留学が終了して帰国後も留学期間と同じ期間だけアフガニスタン

政府への勤務が条件だったので、全員がアフガニスタン政府の職員、あるいはカブール大学などの

大学で教えていました。留学生によると、日本への留学のための奨学金は、アメリカのフルブライ

ト奨学金に次ぐくらいプレステージアスなものだったそうです。それが逆に全部仇になってしまっ

たというのが、この 2021 年のタリバンによるアフガニスタンの政変なのです。 

  ■政変による人道危機と退避 2021.8.15～ 

 2021 年 8 月 15 日以降のアフガニスタン政変による人道危機によって、日本に退避して来られた

方は、大きく３つのグループに分けられます（次ページ図）。 

 第１のグループは政府関係退避者で、在アフガニスタン日本大使館の現地職員及び JICA 現地職

員、さらに ODA 関連の方々も含まれます。この方々は自衛隊機による退避が失敗に終わったため、

すぐには退避できなかったのですが、2021 年 10 月に政府がカタール政府の支援を得て手配した民

間機により順次退避することができました。 

 第 2 のグループは国費や JICA の元留学生です。この方々は日本の奨学金を受けて留学したあ

と，国に帰ってアフガニスタン政府や国際機関の仕事に従事していたのですが、日本との繋がりが

あったこともあり、日本のスパイと疑われました。さらに、昇進が早くて旧政権の中核ポストを占

めていたり、女性で高学歴などの理由により、危険な状況におかれました。私の教え子の元留学生

から、私あてに届いた SOS を紹介しますと、「8月 15 日に政変が起きて、すぐに家宅捜索みたい

な形でタリバンが家にやってきた」、「脅迫状が送られてきたり、殺害予告が送られてきたり、本

当にいつ殺されるかわからない状況だ」、さらに「お金も引き出せない状況になり、当然仕事もな
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くなってしまった。こ

んな状況の中で子供た

ちにどうやってご飯を

食べさせたらいいんだ

ろうか」。多くの留学

生から切実な声がたく

さん届き、本当に信じ

られないような状況が

起きてるなと思いまし

た。しかし日本政府

は、日本に留学したこ

とが迫害の理由であっ

ても救出することはし

ませんでした（右図）。 

 第３のグループは、現在日本で暮らしているアフガニスタンの方々が母国に残している家族で

す。日本にいる人たちが一番求めていたのが家族の呼び寄せなのです。日本で家族と一緒に暮らし

ている方が多いのですが、母国に家族を残している方もいますし、兄弟・親戚は残っています。ア

フガニスタンに残った家族がタリバンに見つかれば、連行される危険性があり、報復の対象、復讐

の対象として家族が犠牲になる非常に恐ろしい状況も考えられます。また、女性の外出が制限され

ていますので、男性がいない家族はすごくリスクが高くなってしまうのです。そうなると本当に居

ても立ってもいられず、精神的にすごく追い詰められていく方もいました（上図）。 

  ■日本への定着と複合困難 

 日本に退避をしてきた日本大使館と JICA 事務所の現地職員の人たちは、退避後どのような状況

になっていたのかについてお話しします。（下図）彼らは、2021 年の 10月から 12 月の間に来日

をしました。大使館職員の方の在留資格は６ケ月間の｢特定活動」で、JICA 東京の研修所に入るこ

とができました。JICA 事務所の方は「短期滞在」の資格で来日し、JICA 筑波の研修所に滞在しま

した。ただし JICA の研修所は短期間の単身者向けですので、小さな子どもたちがいる家族や大家

族にはかなり窮屈だったと思います。なお日本大使館の現地職員は JICA研修所には 10ヶ月ほど住

んでいたことになりますが、その間に体系的な日本語教育が行われることはありませんでした。 

 ところが、不可解なことにしばらく経ってから、大使館現地職員などの政府退避者は外務省から

「これからどうするのか。

2022 年 8 月末以降は支援がな

くなり、日本で暮らすのは難

しい。日本にいるのはあくま

でも一時滞在だ」ということ

を言われたようです。これは

彼らにとって非常のショック

なことだったと思います。ま

た「現地の日本大使館が再開

したため、仕事に戻るべきだ。

帰国をして再び大使館で働い

てくれれば、給料 1.5 倍にす

る」とも言われ実際帰国をし

た人もいたのです。 

 このような状況のなかで事

態が急に変わりました。2022
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年 8 月末に雇用契約が切れる 1 ヶ月前になって急に「難民申請をしなさい」と言われ、他の選択肢

は与えられず、異例の早さで難民認定が下り、8月 31 日には政府による雇用が終了するという形

になりました。こうなると自分で家を探さなくちゃいけない、いろいろな手続きも自分でやらなき

ゃいけないということになりました。 

 難民認定をされると、難民事業本部の「定住支援プログラム」に入り、6 ヶ月間、日本語を学ぶ

ということになります。では、半年間の日本語教育を受けてどれぐらい日本語ができるようになる

でしょうか。「自己紹介ができますか？」100%、「私はアフガニスタンから来ました」ぐらいは言

えるようになります。「ひらがなが全部読めますか？」87%。「『友』という漢字の意味がわかり

ますか？」43%。「『学校』という漢字の意味がわかりますか？」62%。これらは小学校低学年の漢

字なんです。このレベルで、就労してくれと言われても難しいですよね。 

 また難民認定をされると、公的支援が受けられます。当時は 12 歳以上日額 1,600 円、12 歳未満

800 円の生活費（その後ウクライナ避難民への生活費支援と同額の日額 2,400 円に増額になりまし

た）のほかに、家賃補助、児童手当なども支給され、5 人家族で計算すると大体 27 万円ぐらいに

なります。しかし、国民健康保険料だけで 5 万円近くがかかってしまうわけですから、本当に生活

が大変だったと思います。  

  ■政府退避者に対する調査 

 大使館職員と JICA職員の政府退避者を対象に、日本における生活満足度や課題について調査を

しました。世帯数は 18世帯で、105 名が調査対象です。この 18 世帯にはいろんな方がおられます

が、政府機関に勤めているので 6 割近くが大学・大学院卒で、博士号を持っている方もおられま

す。大体 30～40 代の方で、世帯の人数は 5～7人と日本人の世帯人数と比べると多いです。 

 1 年ほど経って現在の雇用形態を尋ねたところ、正規雇用が半分で、失業中という方も 2 割ぐら

いおられます。現在の業種は、ビルクリーニング、サービス業、製造業、建設業、農業などです。

社会保険の加入の有無については、家族全員が加入している世帯は 56%しかなく、女性・子供を含

めて無保険の方も相当数おられます（下図）。世帯の経済状況について尋ねたところ、世帯主の

収入だけでは不十分で、妻や子供が働いて何とかやっている世帯も相当数おられます。ほとんどの

家族で、収入よりも支出が上回っていると思います。 

 退避者の中にはメンタルな問題を抱えている方たちもおられます。政変後長らくタリバンによる

恐怖や迫害で精神的に追い詰められてきたこと、更にアフガニスタンに残してきた家族や親戚の消

息が心配なこと、それに来日してからも続く日々の生活の厳しさが重なって、PTSD（心的外傷後ス

トレス症）や不眠症になって精神科を受診している方もおられます。 

 日本に退避する前は「日本は先進国だから、日本に行けば子どもたちはいい教育を受けられる」

と期待をしていたのですが、子どもたちが働かないととても食べていかれないような経済状況にな

ってしまっています。日本語学校行ったけれども、大学には進学できずに辞めて工場で働かざるを
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得ず、貧困と低学歴の連鎖というような状況になっています。2023 年の参議院議員会館での院内

集会において、若い世代の退避者がこんなふうに言っています。「2 年ほど前、私たちは日本政府

の支援により来日し、安全な国での生活と未来に希望を抱くようになりました。しかし当時から今

に至るまで、若い世代には必要な配慮はなされていません。私たちは日本政府と社会が私たち若い

世代に注目し、将来私たちが日本社会の一員として活躍できるようにすることを要望します」。日

本への定着のロードマップが整っていなかったため、不十分な日本語教育、不安定な就労、経済的

困窮が重なり、気の毒な状況が続いたのだと思います。日本はやはり難民に対するイメージが非常

に悪いというか、難民に会う機会もほとんどないし、社会でどういうふうに対応したらいいかとい

うメディアからのメッセージも非常に少ない状況だと思います。 

 これは世界的な調査ですが、「難民は自国にプラスの影響を与えるような貢献をする」と答えた

人が、世界では 40%であるのに対し、日本はその半分の 20%しかいないのです。「自国にやってく

る難民は問題なく新しい社会に溶け込むことができると思うか」という問いには、世界では 44%が

イエスと答えていますが、日本では 17%しかなく、難民が社会に馴染めるかどうかということに対

して、とても悲観的な社会なのだと思います。更に日本では「難民問題に対し、過去 12ヶ月間何

も行動起こしていない」人が 92%もいるのに対し、世界の他の国では 90%以上の国はなく、インド

は 43%、インドネシア 47%になっています。 

  ■最近の懸念事項 

 難民問題に関連する最近の懸念事項について簡単にお話しします。ひとつは国籍問題です。実は

在日アフガニスタン大使館が今年 1 月に閉鎖になってしまったので、アフガニスタン人夫婦に新し

く生まれた子供たちの国籍をどうするのかという問題です。これについて 2022 年に名古屋高裁で

は「父母の国籍はアフガニスタンではあるが、今タリバンによって制圧・占領されていて国家の要

件を欠くので父母は無国籍だと断定し、父母が国籍を有しないときには子どもは日本国籍が付与さ

れる」という判決が出されました。入管がこの判決を受けて外務省に照会しますと、外務省の答え

は「我が国はアフガニスタンを国家として承認をしている。だから政権が途中で変わってもアフガ

ニスタン人は無国籍ではない。」という回答でした。佐倉市をはじめこれからも各地で在日アフガ

ニスタン人の子供たちが生まれてくるわけですから、パスポートの更新手続きなどとともに、この

国籍問題への対応は重要になってくると思います。 

 他にも、経営管理ビザが厳格化されて、これまでの要件だった資本金 500 万円が 3,000 万円にま

で引き上げられ、さらに帰化申請の要件が「5 年以上の在留」から 10年以上に引き上げられるこ

とが突然法務省から発表されました。それから「不法滞在」が茨城と千葉で結構多いということ

で、その厳格化を図るとともに、反イスラム的な批判感情としてイスラモフォビアが台頭してきて

いるので、それへの対応も重要になってきています。特に、帰国ができない人たちを日本社会とし

てどのように受け入れていくのか、についてみんなで考えていく必要があると思っています。 

  ■インドシナ難民の経験から学ぶ 

 1975 年のベトナム戦争終結後、ボート･ピープルなどのインドシナ難民が発生して、日本でも 1

万人程度を受け入れました。このインドシナ難民もやはりアフガニスタン難民と同じように、日本

語能力の不足から低賃金職にしか就けない経済的問題、子どもの教育支援の不足と低学歴化、差別

やいじめ、住居問題、メンタルヘルス、第 2 世代の母語の喪失、国籍取得の困難、難民 1 世の高齢

化など、同じような問題に直面をしています。 

 あるワークショップにおける、インドシナ難民の第 2 世代の若い女性（日大を出て博士号を取得

されている方）の話を紹介しますと、「自分は日本で学校教育を受けて日本語ができるので、病院

の付き添いとか、役所の手続きなどにおいてずっと親のサポートをしてきました。最近親が高齢化

してきましたが、介護保険は使えません。日本人と同じように、特別養護老人ホームに入るのは

（言語や文化の違いから）とても難しい。介護保険は制度としてはあるけれど、必ずしも外国人に

対して開かれているわけではありません。だから、引き続き若い世代が親のサポートをしなければ

ならないのです」。 
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 制度につながらず、家族に負担がかかるという問題は、多分しばらくは続いていくと思います。

このインドシナ難民の人たちの経験から何が必要かというと、語学教育や職業訓練はもちろんのこ

と、居住している地方自治体や NPO からの継続的支援が明らかに必要だと思います。50 年ぐらい

時間が経過していますが、実は課題としては全く変わってないですね。  

  ■韓国に退避したアフガニスタン人 

 アフガニスタン政変時において、日本は自衛隊機の派遣が遅れるなどいろいろ事情が重なり、ア

フガンに残る日本大使館現地スタッフなどはすぐには退避できなかったのですが、韓国は同じ政変

が起きた時には、職員が戻って陣頭指揮を執り、軍用機 2 機でアフガニスタン人 390 名を退避させ

ています。韓国ではその退避者たちを「難民」とは言わないで、「特別寄与者」という名前をつけ

て受け入れています。現地の韓国大使館職員のほかに、ODA プロジェクト関係の病院に勤めていた

医療従事者などです。韓国は外国人受け入れに関して社会統合プログラムがあるので、それにより

語学研修をし、就労先のリストを提供して、就労先の会社が住居を提供したりしています。もちろ

ん医療従事者だったのに、自動車会社などの別業種に勤めざるを得ない方もいますが、公団住宅の

ような住居を提供してもらって、そこで暮らしているということで、日本みたいに非正規就労など

の不安定な状態が続くようなことはないということです。 

 就労した後も継続した語学学習が提供されていて、第 2 世代の方たちも高校、大学、大学院に進

学をしているということで、本当にすごいなと思いました。韓国では地域に「多文化家族支援セン

ター」があり、そこで母親は韓国語を勉強し、子どもたちは学習支援を受けるというような形で、

地域で支える受け皿ができているようでした。 

  ■オーストラリアに退避したアフガニスタン人 

 今年訪問したオーストラリアにおける難民受け入れについてお話します。オーストラリアでは、

1990 年代から継続して難民を受け入れていて、アフガニスタン人が 12万人ぐらいいる言われてい

ます。オーストラリアの場合には、政府がイニシアティブをとった合計 6年間の支援が行われてい

ます。最初の 12 ヶ月間はケースワークとして、集中的に住居のこと、教育のこと、就労のことな

どを支援し、その後 5 年間はサポート期間が継続します。 

 しかも素晴らしいのは、難民の子ども世代では高校や大学、更には大学院へ進む人も結構いて、

オーストラリア社会の中で教育を受けることによって、カウンセラーやソーシャルワーカーが育っ

ています。このように早く来た世代の人たちが、後から来た人たちをサポートするという形ができ

あがっていて、2021 年のアフガニスタン政変以降に退避して来た人たちに対しても、きちんとサ

ポートを提供していました。 

 オーストラリアの場合、多文化主義が理念としても政策としても明確で、そのゴールは市民権を

取ることなんですね。オーストラリアのいろんな政治や法律のこと、あるいは生活や結婚などにつ

いて 20 問の質問があり、例えば、「自分の出身国の法律と、オーストラリアの法律が矛盾した場

合にはどちらを優先させますか？」という簡単な問題なんですが、とても大事なことですよね。つ

まり、なるべく早くオーストラリア市民になってもらって、民主主義、人権、平等、公正などの価

値観をきちんと共有するという戦略なのです。そういう意味では、私たち日本も今後若い世代の難

民の人たちをどのような方向に育てていくのか、どのような価値観を持ってほしいのか、について

考えないといけないと思います。 

  ■ウクライナ避難民とアフガニスタンの受け入れ比較 

 最後にウクライナ避難民とアフガニスタンの退避者との比較を考えてみます。ウクライナ避難民

の受け入れに関しては、日本は G7 のメンバーとしてロシアの軍事侵攻を非難する立場から、非常

に早い段階から受け入れを決定し、様々なレベルでサポートをしてきました。その内容をみてみる

と、教育では、アフガニスタンの政府退避者ですら高校以上に通えないのに、ウクライナ避難民で

は可能となっており、その支援策には差があります。更に、ウクライナ避難民への支援策には、配

偶者･子供以外の家族の呼び寄せが可能、一時金や生活費などの公的生活支援の充実、住宅や就労

への地方自治体からの支援、関連する国家予算予備費の充当などが列挙されており、その厚遇ぶり
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が歴然としています。このようにそれぞれの支援策において差異が生じ、ダブルスタンダートにな

っていることは決して望ましいことではなく、公正さの点で改善する必要があると思います。 

  ■まとめと今後の課題 

 最後にまとめをさせていただきます。アフガニスタンからの退避者は全員日本と繋がりがある人

たちです。国際協力のパートナーである大使館の現地職員の方もいますし、留学生だった方もいま

す。ところが、政変を機にこの方たちが難民になると、日本政府はこれまで取り組んできた国際協

力や留学生政策を取り下げました。国際協力と留学生受け入れには熱心でしたが、その方たちが国

際協力や留学の結果、難民になると対応しませんでした。国際協力、留学生受け入れ、難民政策を

有機的な連関の中で捉えることができませんでした。 

 ウクライナ避難民との対比では、国境管理が人種化されており、対応の仕方がダブルスタンダー

ドになっています。また日本の難民政策そのものは、50 年前のインドシナ難民以来アップデート

されていないように思いますし、韓国やオーストラリアの難民政策のほうが、多文化共生という観

点から先を行っているように思います。 

 アフガニスタンからの退避者のなかには、大学で一緒に過ごした元留学生が大勢おられます。私

達は、アフガニスタン政変後の非常に厳しい環境におかれている人たちをとにかく応援しようとい

うことで、オンライン署名をしてそれを提出したり、クラウドファンディングをしたり、外国特派

員協会で記者会見したり、講演会やシンポジウムをしたり、時には食料支援などをしてきました。

これからも単に支援の対象ではなく、共に社会をつくる一員として迎え入れるために応援を続けて

いこうと思っています。 

 私はこれまで何百人ものアフガニスタンの人と付き合ってきましたが、アフガニスタン人はすご

く日本人に似たところがあり、非常に遠慮深い方々だと思います。さらにアフガニスタンの人たち

には、空気を読むとか、年功序列とか、日本人の価値観に近い部分があるし、ユーモアのセンスも

日本人に近いと思います。私はこれまでの付き合いで嫌な思いをしたことは一度もありませんでし

た。佐倉市の皆様には末永くアフガニスタンの人と仲良くしていただければ、と思っています。 

 

【質疑応答】 

Ｑ１：難民の方が日本に定住していくためには、私も国の難民政策のアップデートが必要だと考

えますが、国がそういう状態の中で地方自治体が「一番これはやるべきだ」という施策はどのよう

なものがありますか。 

Ａ１：私は四街道市の多文化共生プラン作りに関わってきましたが、不十分なところもあったと

思います。例えば当事者の参加がちょっと弱く、当事者を「受益者」にしてしまっているわけで

す。自分たちが協働して一緒に作っていくのではなく、受益者になってしまっているという意味で

は足りない部分はありますが、共生プランができると予算化され、いろいろな事業もできるので、

このようなプランづくりは一つの方向性だと思います。もう一つはヘイトスピーチ禁止条例のよう

なものが必要で、今後これをどういうふうに進めるのか、とても心を痛めているところです。所属

校の留学生も、最近外部でヘイトに会いました。自分の学校にいる留学生を守れない状況っていう

のは、本当に最悪だと思っています。法的規制が急がれます。 
 

Ｑ２：四街道市などの地方都市の多文化共生推進プランにおいて日本語教育支援や就労支援を進

めていく上で、自治体やボランティアだけでなく、人手不足の中で最もその恩恵を受けている企業

がもっと積極的にコミットしていくべきではないかと思いますが、いかがですか。 

Ａ２：おっしゃる通りだと思います。企業の人はもっとできるはずです。難民の雇用に関しては

これまでも企業に若干お手伝いいただいている部分もありますが、もう一歩踏み込んで地域の日本

語教育とか、職業訓練的なところにも繋げることができたらいいなと思っています。 
 

Ｑ３：今のタリバン政権は 5 年も経過したので、その締め付けもかなり緩くなってきているよう

だとも聞きますが、日本政府としてもそろそろタリバン政権を承認して、政権の態度を変える方向 
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に向けることはできないのでしょうか。 

Ａ３：現在東京のアフガニスタン大使館は閉鎖していますが、カブールにある日本大使館は開い

ています。大使館ではビザ発給の業務はしていませんが、大使は在籍していて、この前お会いする

ことができました。大使のお話では、タリバンは幅が広くて一部に「女子教育いいんじゃないか」

と言う人たちもいますが、「絶対反対」の人たちがやっぱり過半を占めて力を持っているので、な

かなかすぐには変わらないのではないか。そこが変わってくれば、もう少し国際社会の承認が得ら

れるのではないか、とおっしゃっていました。 

 いま閉鎖になっている東京のアフガニスタン大使館に、もしもタリバンの幹部が就任することに

なれば、在日のアフガニスタン人にとっては多大な恐怖であることが想像できます。駐アフガニス

タン大使はすぐには変わらないのでは、と話していましたが、私も多分そうなんだろうなという気

がしています。 
 

Ｑ４：タリバンによる女性に対する様々な迫害は，今でもまだ続いていますか。 

Ａ４：メディアがなかなか入れないのですが、迫害は続いています。また、アフガニスタンのパ

シュトゥン民族の方たちの伝統的な慣習とイスラムが混ざって分かりにくいところもあろうかと思

いますが、やはり女性にたいする非常に根強い抑圧構造はあまり変わっていないように思います。 
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